
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

● 子育て環境の充実 ● 女性が活躍できるまちづくり 
● 高齢者が元気に安心して暮らせるまち 
● 外国人が暮らしやすい環境づくり 

▶ 地域経済構造の変化に伴う生産・消費等の経済活動の変化 
▶ 行政ニーズの構造変化に伴う公共サービス・施設の量質の変化 
▶ 市税等歳入の減少・社会保障費等の増加による市財政構造の変化 
▶ 地域の文化、コミュニティ活動等の担い手減少、地域活力の低下 
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2008(平成20)年 国 総人口ピーク
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2011(平成23)年 東日本大震災

2004(平成16)年 郡山市総人口ピーク

郡山市 国

郡山市（万人）
国（万人）

（年）

人口の推移と現状 １ 

郡山市人口ビジョン（2020 改訂版） 概要版 

▶ 全国的な東京一極集中の影響により、若年層（特に 20 歳代女性）の転出が顕著 

▶ 人口は 2004 年にピークを迎えたが、少子化と転出超過により緩やかに減少、震災直後に激減 

▶ 震災後、転入超過により回復傾向にあったが、2017 年には再び転出超過に転じ、人口減少が加速 

▶ 2040(令和 22)年には約 26 万 5 千人になると推計 少子高齢化に伴い人口構造も大きく変化 

人口減少が将来に与える影響と将来展望 ２ 

人口構造の変化が将来に与える影響  

▶ 地域経済構造の変化
に伴う生産・消費等の
経済活動の変化 

▶ 行政ニーズの構造変
化に伴う公共サービ
ス・施設の量質の変化 

▶ 市税等歳入の減少・社
会保障費等の増加に
よる財政構造の変化 

▶ 地域の文化、コミュニ
ティ活動等の担い手
減少、地域活力の低下 

目指すべき将来の方向性  

●結婚・出産・子育て環境の充実 

●誰もが活躍できるまちづくり 

●地理的優位性を活かしたしごとづ

くり 

●産学金官連携による産業の活性化 

●ワークライフバランスの充実 

●未来技術の活用による働き方改革 

●交流人口、移住・定住の促進 

●全国トップレベルの教育環境 

●自然と都市が共存したまちづくり 

●災害に強い強靭なまちづくり 

 

  

●誰もが元気に安心して暮らせるまち 

●誰もがどこでも学べる環境づくり 

ひとの縁を結び、 
まちを元気にする 
交流の活性化 

社会[ひと] 

一度都会に出ても
戻って暮らしたく
なる魅力的な 
地域づくり 

環境[まち] 経済[しごと] 

多様な人材の活躍
を支援し、地域の
活力維持に繋がる 
しごとの創出 

※本市の推計は、国立社会保障・人口問題研究所のデータを基に、国提供(福島県改定)

ワークシートにより推計（推計期間:2015～2040 年） 

出典:国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成 29 年推計)」、郡山市統計書 

2015年 2040年 減少率

国 12,709万人 11,092万人 -12.7%

福島県 1,914千人 1,426千人 -25.5%

郡山市 335,444人 265,374人 -20.9%
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2015年→2020年(社人研)

2035年→2040年
男性

（年齢）

期末

↑
期首

（歳）
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女性

将来展望人口 ３ 

人口減少社会における本市の使命  

▶福島県の中枢的機能であり中核市としての都市責任の遂行 

▶「こおりやま広域圏」の中心市として圏域をリード 

▶SDGs 未来都市として SDGs 理念の普及、気候変動に対応 

できる持続可能な地域づくりを発信 

2040(令和 22)年以降も
人口 30 万人規模である
ことが必要 

74 歳までの社会移動率を段階的に改善 

（2040 年時点で最大約 4 ポイント） 
※現ビジョンの 0～44 歳を拡大 

 将来展望人口 

社会移動率＝(転⼊−転出)/期首人口×100 

1.48189 1.46683 1.47207 1.47886 1.48239 
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※合計特殊出生 
1 人の女性が生涯で出産する子どもの数に相当 

合計特殊出生率を段階的に改善 

（2014 年 1.49 を 2040 年 1.80 へ）
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※2020年以降（点線）は推計

新たに近年の外国人の増加傾向を将来推計に反映
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合計特殊出生率 社会移動率

国
2030年 1.8

2040年 2.07
－

県 2040年 2.11 2030年 ±0
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本市の人口ピーク

2004年 339,248人

30万人規模を維持

出生率・社会移動率を改善

外国人の増加を反映


